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＊ﾌｧｰｳｪｲ排除　ﾗｲﾊﾞﾙに恩恵…ｴﾘｸｿﾝやﾝｷｱ、商用5G好調
北欧の通信機器大手、ﾉｷｱとｴﾘｸｿﾝが次世代通信機器規格「5G」の商用契約を増やしてい
る。中国の同業、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）排除の動きが欧州を中心に広がっていることが追い風
だ。5G時代に、世界の通信会社は基地局（ｱﾝﾃﾅ）などのｲﾝﾌﾗの整備を急ぐ。韓国のｻﾑｽﾝ
電子や日本のNECなども好機とみており、受注競争は熱を帯びる。
・ﾉｷｱの10月29日の発表によると、同日時点での5Gの商用契約は101件で7月時点より18件
増えた。ｴﾘｸｿﾝも112件と、7月半ばに比べ13件増。
・英国、ﾌﾗﾝｽ、ﾄﾞｲﾂ、ｲﾀﾘｱではﾌｧｰｳｪｲを排除する方向。

＊ﾏﾚｰｼｱの空　漂う暗雲…ﾏﾚｰｼｱ航空、債務圧縮難航
　　　　　　　　　　　　　　　政府及び腰、事業停止も
国の管理下にあるﾏﾚｰｼｱ航空の経営が揺れている。債務圧縮に向けた交渉が難航するう
え、政府も支援に否定的で、事業停止のﾘｽｸが高まった。長年の赤字体質に新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
が追い打ちをかけたが、競合する格安航空会社（LCC)のｴｱｱｼﾞｱ・ｸﾞﾙｰﾌﾟも苦境に陥る。2社
でｼｪｱの大半を握る同国の空は暗雲が漂う。

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ老舗百貨店…ﾛﾋﾞﾝｿﾝｽﾞ廃業
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの老舗百貨店「ﾛﾋﾞﾝｿﾝｽﾞ」が既存の2店を閉店し、廃業する。運営会社が精算手
続きを始めたと発表した。ﾈｯﾄ通販の急速な普及で販売が低迷。そこに新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感
染拡大が直撃した。100年以上続いた看板を下ろすことになった。数週間閉店ｾｰﾙを経て、
営業を終了する。ﾏﾚｰｼｱで2店を展開する関連会社も清算する。親会社のﾄﾞﾊﾞｲの財閥、ｱﾙ
ﾌﾀｲﾑｸﾞﾙｰﾌﾟが廃業を決めた。ｵｰﾁｬﾝﾛｰﾄﾞの古いﾌﾞﾗﾝﾄﾞ店だった。

＊中国・ｱｼﾞｱ　増益に転換…世界景気回復牽引「7～9月業績」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　日欧は3割減益
企業業績の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽからの回復に差が出ている。世界の主要企業の2020年7～9月
期は、純利益が前年同期比9%減となった。経済再開が進み、4～6月期の同6割減から改善
した。中国とｱｼﾞｱが増益に転じた一方、日欧は3割減益だった。欧米が感染再拡大に直面す
る中、中国・ｱｼﾞｱが全体に占める比率は3割を超え、牽引役となっている。
・業種別で好調なのがIT関連だ。中国のﾊﾟﾈﾙ大手の京東方科技集団（BOE)は純利益は約7
倍、TSMCの純利益が四半期ﾍﾞｰｽで過去最高。

＊ｱﾌﾘｶ、債務危機の足音…債権者交渉、ｻﾞﾝﾋﾞｱで難航
　　　　　　　　　　　　　　　　　 対中返済優先を懸念
ｱﾌﾘｶ諸国などの債務危機が表面化してきた。ﾃﾞﾌｧﾙﾄ（債務不履行）の瀬戸際にある資源国
ｻﾞﾝﾋﾞｱを巡っては、民間債務者がり払いの猶予を拒んだ。中国に優先的に債務が返済され
る可能性を理由にしているようだ。中国が各国で不透明な融資を膨らませてきたことを背景
に債務の再編も一筋縄ではいかなくなっている。
・ｻﾞﾝﾋﾞｱが資金繰りに行き詰った直接の理由は新型ｺﾛﾅだが、かねて財政の問題を指摘さ
れていた。銅の輸出に依存しながら、過剰なｲﾝﾌﾗ投資を進めた。

＊中国消費者金融　上限金利下げ…当局検討、零細企業の負担減
中国の金融監督当局は、消費者金融の上限金利を引き上げる検討に入った。小口融資を
手掛ける金融会社を対象に、現在の24%の上限を15％強に下げる案が浮上している。新型ｺ
ﾛﾅｳｲﾙｽの影響を受ける零細企業や個人の返済負担を軽減する狙い。一律に規制金利を
下げると、貸し倒れﾘｽｸの高い個人は借り入れが難しくなる恐れがある。

＊日本から渡航「陰性」義務…中国、PCRと交代検査で
東京にある中国大使館は3日までに、日本から中国へ渡航する全員に新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのPCR
検査と抗体検査の両方で陰性であることを義務づけると発表した。中国への直行便に乗る2
日以内に指定された検査機関で両検査を受け、ともに陰性であること証明して搭乗する必要
がある。11月8日から国籍を問わず陰性証明を義務付ける。中国大使館・総領事館が指定
する等式の陰性証明を取得し、搭乗手続きの際に原本とコピーを航空会社に提示しなけれ
ばならない。
・日本からの渡航者には9月から72時間以内のPCR検査を認めていたが、入国検査をさらに
強化する。検査結果の偽造が発見された場合、「関係者の法的責任を厳しく追及する」とし
ている。
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＊塩野義、中国ﾃﾞｰﾀで創薬…合弁設立、3億人分のﾃﾞｰﾀを活用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 健康づくり基盤提供
塩野義製薬がﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を軸にﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの転換に挑んでいる。ﾀｯｸﾞを組むのは、中国保
険最大手の中国平安保険ｸﾞﾙｰﾌﾟだ。同社が持つ3億人超の健康ﾃﾞｰﾀを基に新薬を開発し、
個別の疾病予測など新たなｻｰﾋﾞｽも創出する。治療だけでなく予防や予後までｶﾊﾞｰする「ﾍ
ﾙｽｹｱﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰ」への脱皮を目指す。
・「日本でやれないようなことが中国ではできる。自由度は相当高い」
　塩野義の手代木功社長は10月、平安保険との共同会見で述べる。

＊中国学生、米留学ﾋﾞｻﾞ急減…4～9月99%減、米が審査厳格化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ拡大で敬遠も
中国人学生にとって最大の留学先である米国の門が狭まった。留学ﾋﾞｻﾞの取得件数は2020
年4～9月に前年同期比で99%減った。米中対立を受けた留学ﾋﾞｻﾞの審査厳格化に新型ｺﾛﾅ
ｳｲﾙｽ禍が重なった。人材の育成や獲得を巡る各国の動きに影響を与えそうだ。

＊中国GDP　2035年に倍…長期目標　成長率公表見送り
中国共産党は3日、2021～25年の第14次5ヵ年計画などの草案を公表した。習近平国家主
席は「35年までに国内総生産（GDP）と一人当たりの収入を2倍にすることは完全に可能だ」
との見通しを示した。米国との対立が長引くと睨み、ﾊｲﾃｸ技術などの内製化を急ぐ。
・15年間でGDPを倍増させるには、年平均4.7%の成長が必要。為替ﾚｰﾄを一定とすれば、30
年の中国GDPは米国の80%弱に達する。30年半ばには米中逆転も視野に入る。

＊ｱﾝﾄ上場、一転見通せず…規制ﾘｽｸ直撃
中国ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下の金融会社、ｱﾝﾄ･ｸﾞﾙｰﾌﾟが上海と香港で計画していた大型上場を突
然延期し、4日の金融市場ではｱﾘﾊﾞﾊﾞ株が急落するなど波紋が広がった。新たな金融ｻｰﾋﾞｽ
の担い手として影響力を増すｱﾝﾄを当局の予測不能な規制ﾘｽｸが直撃した。市場最大とされ
た新規株式公開（IPO)は一転、先行きを見通しにくくなった。
・突然の延期の背景には、ｱﾝﾄの影響力を警戒する当局の姿勢がにじむ。当局はﾌｨﾝﾃｯｸの
台頭に対応して、新たな規制の枠組みも模索する。
・創業者の政府批判が問題視されている。

＊ﾀﾞｲｷﾝ18%減益　今期最終、上方修正
ﾀﾞｲｷﾝ工業は5日、2021年3月期の連結純利益が前期比18%減の1400億円になりそうだと発
表した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で24%減とした従来予想を100億円上回る。上方修正は今期3
度目。国内では在宅勤務の拡大で住宅用ｴｱｺﾝの販売が想定より伸びた。欧州ではﾋｰﾄﾎﾟﾝ
ﾌﾟ式暖房の売れ行きが好調に推移する。
・売上高は5%減の2兆４250億円、営業利益は2１%減の2100億円の見通し。従来予想からそ
れぞれ250億円、120億円を上方修正した。
・国内では換気機能を中位機種にも広げる。中国では高価格帯の住宅用ｴｱｺﾝの引き合い
が強い。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、景気後退…GDP7～9月3.49%減　行動制限響く
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ中央統計局が5日発表した7～9月の国内総生産（GDP)は、物価の変動を除いた実
質で前年同期より3.49%減った。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策で経済活動が停滞した。2四半期連続の
ﾏｲﾅｽ成長となった。一般的な定義で1998年のｱｼﾞｱ通貨危機以来の景気後退局面に入った
可能性が高い。
・ｼﾞｮｺ大統領は2日、外資誘致を促す制度一括改正法に署名し、成立させた。以前に比べ従
業員の解雇要件が明確になり、過度な賃金上昇を抑える内容。今後外国企業の誘致に力を
入れる。

＊朝鮮族の中国教育強化…教科書の言語変更　求心力高める
中国政府が少数民族が通う学校に対し、中国語教育の強化を指示していることが分かっ
た。一部の教科書を朝鮮語から中国語に変更する。9月にはﾓﾝｺﾞﾙ族が学ぶ小中学校で中
国語による授業が増え、住民が反対運動を起こした。朝鮮族からも「子供の朝鮮語能力が
低下する」という懸念が聞かれる。少数民族への中国語教育の普及の一環とみられる。
・朝鮮族の居住地として最大の吉林省・延辺朝鮮族自治州の中心都市延辺市では、国語、
政治、歴史の3科目を中国語に変更する案が浮上。

＊ﾄﾖﾀ、中国販売3割増…10月、ﾎﾝﾀﾞも22%増
ﾄﾖﾀは4日、中国での新車販売台数が前年同月比33.3%増の17万5千台だったと発表。ﾎﾝﾀﾞも
同22%増の18万台と好調。両社とも10月単月では過去最高になった。ﾄﾖﾀの販売台数は7ヵ
月連続で前年実績を上回った。
・「ｶﾛｰﾗ」や「RAV4」などの主力車種が伸び、「ﾚｸｻｽ」も44.4%増だった。ﾎﾝﾀﾞも４ヵ月連続の
ﾌﾟﾗｽ。「CR-V」や「ｼﾋﾞｯｸ」、｢ﾌｨｯﾄ」などの主力車種の販売が堅調だった。早めの経済活動再
開、政府の支援策が効果。



2020/11/6 経済

2020/11/7
1$=103.42

企業S

2020/11/7 企業S

2020/11/7 経済

2020/11/7 経済

2020/11/7 東南ｱｼﾞｱ

2020/11/7 経済

2020/11/7 経済  

＊商社7社　通期見通し慎重…7～9月改善でも上方修正1社のみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源価格や車需要　不透明
総合商社が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響拡大に身構えている。2020年7～9月期の7社の最終損益
の合計額は3047億円と4～6月期から増加した。
・住友商事の7～9月期の連結決算は、最終損益が191億円の赤字（前年同期726億円の黒
字）だった。JCOMなどﾒﾃﾞｨｱ事業は増益、豪発電事業やｲﾝﾄﾞﾈｼｱの自動車金融事業で減損
損失を計上した。塩見勝CFOは「通期では約2500億円の減損を計画」と述べ、下期も発生す
る見込み。ｲﾝﾄﾞの特殊鋼事業が対象、21年3月期は1500億円の赤字。

＊ﾄﾖﾀ、米中が回復牽引…原価低減で競争力向上
ﾄﾖﾀ自動車の業績底入れが鮮明だ。6日に2021年3月期の連結営業利益の見通しを前期比
46%減の1兆3000億円と、従来予想（5000億円）から2.6倍に引き上げた。回復を牽引するの
は米中だ。金融緩和を背景に重要が喚起されているほか、新車投入などﾄﾖﾀ自身の取り組
みも奏功。
・回復の理由は各国で生産停止が長引いたため流通在庫が減って需給が引き締まった。回
復のもう一つは原価低減の取り組みで生産台数を200万台下げたこと。

＊7～9月期は商社5社が減益・赤字
　　　　　　　　　　　　７～9月期（前年同期比）と3月期予想（前年同期比）
伊藤忠＝1477（4）4000（▴20）、三菱商事＝500（▴38）2000（▴63）
三井物産＝474（▴56）1800（▴54）、丸紅＝435（▴7）1500（黒字転換）

豊田通商＝283（20）800（▴41）、住友商＝🔼191（赤字）▴1500（赤字）

双日＝67（▴56）300（▴51）

＊ﾎﾝﾀﾞ、14%減益…販売4%減　中国回復、下げ幅縮小「今期最終」
ﾎﾝﾀﾞは6月、2021年3月期の最終的な儲けを示す連結純利益が前期比14%減の3900億円に
なりそうだと発表した。従来予想（64%減）を2250億円上回る。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響などで四
輪車の販売台数は減る見通しだが、中国が想定以上に回復している。今後は収益の改善策
が焦点。
・けん引役は中国だ。「前年度を超える販売を目指したい」と倉石副社長。

＊大韓航空、ｺﾛﾅ下の黒字…「物流ﾊﾌﾞ」仁川が恩恵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　７～9月　貨物収入6割超す
韓国航空大手の大韓航空が2020年7～9月期に営業黒字を確保した。世界の航空会社は新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響から旅客需要が落ち込み、巨額の赤字を計上している。大韓航空は拠
点とする仁川空港がｺﾛﾅでも「物流のﾊﾌﾞ」として機能し、貨物輸送収入が業績を下支えし
た。
・韓国の輸出の上位を占める品目に、半導体やｽﾏﾎなど軽くて航空貨物に適した高付加価
値品が多いという。空輸先はIT製品の組み立て工場を抱える中国やﾍﾞﾄﾅﾑなどが目立つ。

＊中国輸出、回復広がる…10月11%増　対主要国　軒並み伸び
中国の輸出回復が広がりを見せている。中国税関総署によると、2020年10月の輸出額は前
年同月比11%増えた。日米欧や東南ｱｼﾞｱなど主要国・地域向けが軒並みﾌﾟﾗｽとなった。各
国で生産が回復し始めており、ﾏｽｸなど新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ関連以外の品目でも輸出が伸びつつ
ある。
・最大輸出国の米国向けは22%増えた。8月以降、2割超の伸びが続く。
　EC向けも英国離脱の影響を除くと13%、ASEAN向けも7%伸びた。香港、日本、韓国向けも
前年同月を上回る。2年ぶりだ。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　EV電池国産へ…車産業維持狙い国営新会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中韓企業と協力探る
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府はEV向けのﾘﾁｭｳﾑｲｵﾝ電池を2024年をﾒﾄﾞに国産化する方針だ。鉱業、石油、
電力の国営4社が近く新会社を設立する。ﾉｳﾊｳ取得に向け中韓の大手企業との交渉も始め
た。国内の自動車産業を維持するため、国を挙げて新技術に対応する。
・新会社にはﾏｲﾆﾝｸﾞ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（MIND　ID）や同国石油最大手ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ、ｱﾈｶ･ﾀﾝﾊﾟﾝ
（ﾆｯｹﾙ生産最大手）、PLN（電力最大手）が出資し、ﾆｯｹﾙ（生産量世界1位）の抽出や電池生
産、ﾘｻｲｸﾙなど分野ごとに事業会社をつくる。
・中核の電池生産では中国のCATLや韓国LG化学に協力要請。

＊中国企業、純利益31%増…7～9月、車・医療牽引
中国経済の回復が企業業績にも反映されている。上海、深圳に上場する。3900社弱の2020
年7～9月期は、純利益が概算で前年同期比31%増だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを受けて政府が積
み増した公共事業や医療関連、押さえつけられていた需要が回復した自動車などが牽引し
た。
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＊配車ｸﾞﾗﾌﾞ、食品宅配走る…東南ｱ　小売り1.3万店と提携
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾈｯﾄ需要、本業を補完
東南ｱｼﾞｱ配車最大手のｸﾞﾗﾌﾞが食品などの配送に乗り出してる。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱやﾀｲなど8ヵ国で
築いた配車網を生かし、提携する1万3千店の小売店から商品を配達する「ﾈｯﾄｽｰﾊﾟｰの黒
子」役を担う。少量でも注文から30分程度で届ける小回りの良さを武器に、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍
で急拡大する消費を取り込む。
⦿ｸﾞﾗﾌﾞは主力事業の変化が目立つ（前はｺﾛﾅ前、後はｺﾛﾅ発生後）
　①食事宅配事業＝前・米ｳｰﾊﾞｰの東南ｱ事業買収後7ヵ国拡大
　　　　　　　　　　後・売上高の過半を占めるまでに成長

＊②
――中国が「鎖国」に向かっていると心配の声がある
　「それは絶対に違う。中国があらゆる製品を自分たちだけでつくり、輸入を一切しなくなるの
はあり得ない。輸入はむしろこれまでより拡大。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の大きな流れはこれから見続く」
――中国の経済規模はいつごろ米国を超えるか
　「30年より前に中国のGDPの総額が米国に追いつく可能性は高い。しかし、重要なのは一
人当たりのGDPだ。総額が米国と並んでも、１人当たりでみると中国は米国の4分の１だ」
――中国の今年の成長率は？、今後10年、潜在成長率は？
　「20年は前年比2%前後の予想。21年は前年が低い分、7～8%。2年間をならせば5%程度だ」
「最初の5年間は5.5%前後、その後は5%成長」
――ｺﾛﾅは？　「完全に回復したとまでは言えない、ｻｰﾋﾞｽ業は影響有り」

＊①中国経済の回復軌道…20年成長率　2%前後に
中国が2021～25年の第14次5ヵ年計画と、35年までの長期目標を固めた。国政の助言機関
である全国政治協商会議の劉世錦・経済委員会副主任に聞いた。
・――新5ｶ年計画は国内市場を主にして経済成長をめざす「双循環」と
　　　　いう戦略を打ち出した。
　「日本や米国のような大国は、GDPに占める輸出入の割合が30%を下回る。一方、中国は
高いとき60%超に達した。ようやく30%に程度になったのは最近だ」「中国の経済構造はここ数
年で変わった。ｻｰﾋﾞｽ業の比重が高まったからだ。ｻｰﾋﾞｽ業部分は国内だ、内需に依存する
度合いが高まるのは必然だ。

＊ﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽ　資生堂が活路…訪日需要蒸発に危機感
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国で責任者が直接PR
資生堂が中国でﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽに成長への活路を見出す。買収した米新興のﾉｳﾊｳを生かし、ﾌﾞ
ﾗﾝﾄﾞ責任者が直接消費者に商品をPRする新方式を採用。11日の中国の年間最大のﾈｯﾄｾｰ
ﾙ「独身の日」に初めて投入し訴求力を高める。資生堂は化粧品販売が落ち込み、2020年度
は200億円超の最終赤字を見込む。中国で需要喚起の先行例を育てる。
・中国のﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽ市場は20年に1兆元（約15兆円）を越え、19年の2倍以上になる見込み

＊中国再ｴﾈ、風力も海外へ…ｺﾞｰﾙﾄﾞｳｲﾝﾄﾞ、ｱｼﾞｱに攻勢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｺｽﾄ強み、欧州勢追う
風力発電機で中国最大手の新疆金風科技（ｺﾞｰﾙﾄﾞｳｲﾝﾄﾞ）が世界市場の開拓を本格化す
る。政府支援を背景に強い価格競争力を持ち、中央ｱｼﾞｱなどで受注を伸ばし始めた。再生
可能ｴﾈﾙｷﾞｰへの投資が各国で進む中、太陽光ﾊﾟﾈﾙに続き風力発電機でも中国勢が市場
を席巻する可能性がある。
・ｺﾞｰﾙﾄﾞｳｲﾝﾄﾞはﾄﾞｲﾂの技術を採り入れながら、国産化を進めた。設計や施行のﾉｳﾊｳを蓄
積。補助金などの後押しに量産効果が加わり、ｺｽﾄ競争力も高めた。その後、送電ｲﾝﾌﾗの
不足などで能力を生かしきれず、新規ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの許可が下りにくくなった。その間に欧州で
ﾒｰｶｰの再編も進み、世界ｼｪｱ1位はﾃﾞﾝﾏｰｸのｳﾞｪｽﾀｽに抜かれる。

＊
　②食品・日用品宅配事業＝前・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼｱのみで展開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　後・8ヵ国で1万3千店の配送品を配送
　③配車事業＝前・創業当初の主力事業
　　　　　　　　　　後・収入はｺﾛﾅ前の6～7割に低迷
　④金融事業＝前・決済や運転手向けのｻｰﾋﾞｽが中心
　　　　　　　　　　後・積立投資ｻｰﾋﾞｽなど消費者向けを拡充
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＊中国物価　低迷一段と…10月0.5%上昇　節約志向強まる
中国の物価上昇が一段と鈍ってきた。中国国家統計局が10日発表した2020年の10月の消
費者物価指数（CPI)は前年同月比の伸び率が0.5%と、11年ぶりの低さだ。家計が所得の増
加を感じにくく、節約志向を強めている。他国に先駆けて経済が正常化しつつある中国だ
が、消費回復の持続力に疑問が残る。
・20年1～9月の1人当たり名目可処分所得は前年同期比3.9%増、感染が拡大する前は9%前
後伸びていた。家計は収入の変化に敏感だ。

＊SMIC、投資12%削減…中国半導体　今期、米輸出規制受け
中国の半導体受託生産最大手、中芯国際集成電路製造（SMIC）は、2020年12月期の投資
額を従来計画比で12%減の59億㌦（約6200億円）に減らす。米商務省がSMICの一部の取引
先に対して輸出の事前許可を求めた規制を始めたことから、一部の設備の到着が遅れるこ
となどが原因としている。
・SMICは中国の半導体分野の柱となる企業なだけに、米の標的となった格好だ。

＊10月、ｲﾝﾄﾞは14%増
ｲﾝﾄﾞ自動車工業協会（SIAM)が11日発表した10月の乗用車の新車販売台数は、31万台で
14%増。前年実績を上回るのは3ヵ月連続だ。10月中旬から11月中旬にかけてﾋﾝｽﾞｰ教の新
年を祝う「ﾃﾞｨﾜﾘ」などの祭事が相次ぎ、祭事商戦を前に販売店が在庫を積み増した。
・ﾒｰｶｰ別ではﾏﾙﾁ･ｽｽﾞｷが18%増、53%のｼｪｱを確保、韓国・現代自動車は13%増。起亜自動
車は61%増、3位はﾏﾋﾝﾄﾞﾗ＆ﾏﾋﾝﾄﾞﾗがなった。

＊①巨人ｱﾘﾊﾞﾊﾞに規制圧力…「独身の日」取扱高大幅増
　　　　　　　　　　　　　　　　　   「市場支配」に監視の目　
中国ﾈｯﾄ通販最大手のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団の強さが際立っている。同社が11日未明に公表した年間
最大のﾈｯﾄ通販ｾｰﾙ「独身の日」の取扱高は、消費の喚起策も奏功して途中経過で昨年実
績を上回っている。強すぎるｱﾘﾊﾞﾊﾞも念頭に、中国当局はｾｰﾙ前日にﾈｯﾄ企業への新たな
規制案を公表。
独占的な地位を利用した商習慣を監視する内容で圧力を強めている。

＊②新指針案で言及している内容
　・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ企業が取引先に二者択一を求める行為は法律違反
　・ｼｪｱを高めるため取引先に不当な値下げを強要するのは独禁法に触れる可能性がある。
　・VIE（変動持ち分事業体）を採用する企業には申告を求め、基準に満たさない場合は当局
が調査も
　・ﾋﾞｯｸﾃﾞｰﾀをもとに、顧客ごとに商品価格や割引の還元率で差をつける行為は認められな
い。

＊中国新車、自動運転5割に…25年国家目標　百度や滴滴　加速
⦿中国は国を挙げて自動運転車の開発を加速
「ﾚﾍﾞﾙ1」主な機能＝車線や前方車との車間距離の維持、一定速度を保つなどの運転支援、
開発状況＝各社の多くの新型車に搭載
「ﾚﾍﾞﾙ2（25年50%➞30年70%）」主な機能＝ﾊﾝﾄﾞﾙ操作やｽﾋﾟｰﾄﾞ調整、高速道路での車線変
更など複数の操作を車両が支援する部分的な自動化、開発状況＝ｽｶｲﾗｲﾝ（19）、BMW「5ｼ
ﾘｰｽﾞ」（19）、ﾚｸｻｽLS（20）
　　　　　（注）ﾚﾍﾞﾙ2の25年50%は新車販売のｼｪｱ、ﾚﾍﾞﾙ4でも同様
「ﾚﾍﾞﾙ3（同2）」主な機能＝高速道路など特定の条件下で自動。緊急時には人が運転、ﾚｼﾞｪ
ﾝﾄﾞ（20）、独ﾍﾞﾝﾂ「Sｸﾗｽ」（21）
「ﾚﾍﾞﾙ4（25年➞30年20%）」主な機能＝限定されたｴﾘｱ内で全て自動化、開発状況＝ﾌｫｰﾄﾞ
（商用車21）、ｳｴｲﾓ（配車ｻｰﾋﾞｽ20）
「ﾚﾍﾞﾙ5（同上）」主な機能＝あらゆる状況で完全自動化、開発状況＝独ﾀﾞｲﾑﾗｰ（独ﾎﾞｯｼｭと
共同開発）

＊中国新車販売、10月12%増
中国汽車工業協会は11日、10月の新車販売台数が前年同月比12.5%増の257万３千台だっ
たと発表した。前年同月実績を7ヵ月連続で上回った。不振だったEVなどの新ｴﾈﾙｷﾞｰ車は
前年同期の2倍に伸びた。政府の公共投資の増加や販売支援策で回復が続いている。
・全体の約8割を占める乗用車は9.3%増。SUVがけん引役となり、ｾﾀﾞﾝの販売台数を上回っ
た。中国政府のｲﾝﾌﾗ投資の拡大でﾄﾗｯｸの需要が続いており、商用車は30.1%増。
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＊ﾃﾝｾﾝﾄ、動画「物流作戦」…ｺﾝﾃﾝﾂ投資3年で倍増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　百度系追撃へ体力勝負
中国のﾃﾝｾﾝﾄが映画やﾄﾞﾗﾏの配信事業で物流作戦に出る。今後3年間のｺﾝﾃﾝﾂ制作費を1
千億元（約1兆6千億円）と従来の2倍に引き上げる。料金の引き上げは難しく、採算は悪化
する可能性はあるが、好調な業績を背景に百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）系などﾗｲﾊﾞﾙに体力勝負を仕掛け
る。
・ﾃﾝｾﾝﾄの孫副総裁は「今後2～3年で中国の映像配信市場で少なくとも50%のｼｪｱを握る」と
いう。

＊対中工業品、関税86%撤廃…RCEP　首相「きょう署名」
日本など15ヵ国が参加する東ｱｼﾞｱ地域包括的経済連携（RCEP)で、日本から中国に輸出す
る工業品の関税撤廃率が86%にのぼる見込みとなる。日中間には自由貿易協定（FTA)がな
く、RCEP発行で撤廃率を現在の8%から段階的に引き上げる。自動車部品など輸出企業にﾒ
ﾘｯﾄが出そうだ。
中国は米国との対立が続いており、ｱｼﾞｱでの孤立を回避し、貿易促進で譲歩したものとみら
れる。

＊ｱｼﾞｱに巨大経済圏…RCEP　関税91%段階撤廃（15ヵ国署名）
日本など15ヵ国は15日、東ｱｼﾞｱの地域的な包括的経済連携協定（RCEP)に署名した。世界
貿易額の3割を占める大型の自由貿易協定（FTA）で、品目ﾍﾞｰｽで輸出入にかかる関税の
91%を段階的に撤廃する。日本から中国・韓国に輸出する際の関税が大幅に引き下げられ
る。自由化水準が低いという課題もあるが、ｱｼﾞｱ主導で世界の通商戦略が変わる可能性が
ある。参加国：ASEAN10、日中韓豪、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞの計15ヵ国。

＊中国、高まる存在感…RCEP署名
・中国はASEANや豪州などとの間ですでに貿易協定があるがTPP等大型FTAには参加して
いなかった。中国は、ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏が大統領に就任しても、米国の姿勢に大きな変化はないと見
る。香港問題などで海外との摩擦が常態化する中、周辺国との結びつきを強め、孤立を防ぎ
たい。
・中央財経委員会では「国際ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを我が国に依存させ、供給の断絶によって相手に
報復や威喝できる能力を身に着ける」と強調。相手国の対中依存度を高め、外交を含めた
影響力を高めたい思惑も透ける。

＊中国政府、進む民間支配…ｱﾝﾄ上場延期・議決権50社
中国の習近平指導部が民間企業への支配を強めている。ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下の金融会社、ｱﾝ
ﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟを上場延期に追い込んだほか、2020年に政府や国有企業が実質的に傘下に収め
た上場企業は50社超と急増する。習指導部は外需への過度な依存を修正する経済政策「双
循環」を打ち出し、対立する米国との持久戦を測る。
・株式の過半数を取得しなくても、議決権の行使を受託するなどして企業を傘下に収める手
法は中国で一般的だ。
・鄧小平が改革開放を唱え、政府の国有企業への干渉を減らす「政企分離」の必要性が指
摘されたが、ここ数年は後退している。（外国企業）

＊作業幇、AIで宿題即答…教育ﾃｯｸ、中国で急成長
　　　　　　　　　新興5社、企業価値3倍「猿補導は幼児向け英語動画」
中国で教育とﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を組み合わせた「ｴﾄﾞﾃｯｸ」が急成長している。けん引役はAIを駆使
する新興企業だ。作業幇教育科技（北京市）は1年間で利用者数を約5千万人増やし、約1億
7千万人とした。ｺﾛﾅ禍で利便性が評価され、相次ぐ新規参入で競争が過熱している。
⦿中国教育ﾕﾆｺｰﾝ上位3社の特徴
　企業名　　企業価値（）内19年末　投資家　　主なｻｰﾋﾞｽ
　猿補導　　　155億㌦（29.2億㌦）　ﾃﾝｾﾝﾄ　　ﾈｯﾄ授業、宿題支援ｱﾌﾟﾘ
　作業幇　　　100億㌦（19.5億㌦）　百度　　　 同上
　VIPKID　　　　45億㌦（43.8億㌦）　ﾃﾝｾﾝﾄ　　英語のﾈｯﾄ授業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱﾘﾊﾞﾊﾞ
　　
　　

＊台湾IT　5G関連好調…10月4%増収　ｱｯﾌﾟﾙ向けは苦戦
⦿半導体、ﾊﾟｿｺﾝ関連は好調だが、iPhone向けは回復に遅れ
　　台湾・上場企業   　　　 　売上高　　　　　　増減率
　ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ（半導体）　　　　　304億台湾㌦　　38.3%
　ｴｲｽｰｽ（ﾊﾟｿｺﾝ）　　　　　　　 396                 32.3
　AUO（液晶ﾊﾟﾈﾙ）　　　　　　　257　　　　　　　 28.8
　TSMC（半導体）　　　　　　　1193                12.5
  ﾎﾝﾊｲ（iPhone組み立て）　　6125　　　　　　　　2.8
　ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ（同上）　　　　　　　　1381　　　　　　　▴6.1
　ﾗｰｶﾞﾝ（iPhoneﾚﾝｽﾞ）　　　　　　51　　　　　　 ▴22.3
  ｷｬｯﾁｬｰ（iPhene筐体）　　　　　62              ▴48.7
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＊新技術　ﾜｸﾁﾝ開発加速…製造早く　応用も期待
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽに対し、「ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰRNA（ｍRNA）」技術と呼ぶ新手法を使ったﾜｸﾁﾝが開発終
盤で相次ぎ高い有効性を示している。米製薬新興ﾓﾃﾞﾙﾅと同大手のﾌｧｲｻﾞｰがこのほど共に
90%を超える高い数値を達成した。ｍRNAは他の感染症予防やがん治療にも応用が利く。対
ｺﾛﾅでの
研究努力が医療のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを促している。
・「我々はﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸを終わらせる手助けをする」。ﾓﾃﾞﾙﾅのｽﾃﾌｧﾝ・ﾊﾞﾝｾﾙCEOは強気の発言
をした。開発中のmRNAﾜｸﾁﾝが94.5%の有効性を示し、同じ技術を扱うﾌｧｲｻﾞｰ製の90%以上
を越えたからだ。
・ﾌｧｲｻﾞｰのﾜｸﾁﾝは輸送や長期保管にﾏｲﾅｽ80度、ﾓﾃﾞﾙﾅはﾏｲﾅｽ20度が必要。ﾏｲﾅｽ80度
は使用は難しい。

＊①小売り・ﾈｯﾄ　融合加速…KKR・楽天、西友に85%出資
　　　　　　　　　　　　　　　　　非接触・生鮮宅配に力
米投資ﾌｧﾝﾄﾞのｺｰﾙﾊﾞｰｸﾞ・ｸﾗﾋﾞｽ・ﾛﾊﾞｰﾂ（KKR)と楽天は16日、大手ｽｰﾊﾟｰの西友に85%出資
すると発表した。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄと実際の店舗を結び、新たな商機を生み出す。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの
感染拡大で、非接触の買い物や生鮮宅配の需要は急増している。消費関連でﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を
取り込むための協業や再編が広がりそうだ。

＊中国、農産物が高騰…資料原料・綿花・天然ｺﾞﾑ
　　　　　　　　　　　　　　　「日米市場にも波及」
中国の農産物相場が高騰している。家畜の配合飼料原料のﾄｳﾓﾛｺｼや生地に使う綿花、ﾀｲ
ﾔ原料の天然ｺﾞﾑは軒並み春先から急上昇した。日米欧で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染が再拡大する
中、先駆けて経済が回復するなか、中国では需要が急増している。産地は天候不順で減産
見通しが広がっている。豚を飼う畜産農家では7割にﾄｳﾓﾛｺｼを使う。1年前より5割高くなっ
た。中国の食肉の7割が豚肉。ｱﾌﾘｶ豚熱や今夏の洪水で激減した養豚数を回復させる動き
も顕著だ。

＊②
⦿垣根を越えた協業が広がる（❶❷❸は日本、❹❺は米国、❻は中国）
　　ﾈｯﾄ　　　小売り
❶楽天➞西友・ｳｫﾙﾏｰﾄ＝店舗のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を進め、ﾈｯﾄｽｰﾊﾟｰを本格展開
❷ｱﾏｿﾞﾝ➞ﾗｲﾌｺｰﾎﾟ＝首都圏と近畿圏で有料会員向け宅配。拡大中
❸ｵｶﾄﾞ➞ｲｵﾝ＝23年にﾈｯﾄｽｰﾊﾟｰ用の大型自動倉庫を稼働予定
❹ｱﾏｿﾞﾝ➞ﾎｰﾙﾌｰｽﾞ＝ｱﾏｿﾞﾝが17年に買収。宅配や店頭で受け取れる。
❺ｼﾞｪｯﾄ➞ｳｫﾙﾏｰﾄ＝16年にｳｫﾙﾏｰﾄが買収。ﾈｯﾄ人材を登用する
❻ｱﾘﾊﾞﾊﾞ➞ｻﾝｱｰﾄ･ﾘﾃｰﾙ＝10月にｱﾘﾊﾞﾊﾞ買収、物流効率化

＊大韓航空、ｱｼｱﾅを買収…1700億円、政府が救済主導
韓国航空首位の大韓航空は16日、同2位のｱｼｱﾅ航空を1兆8千億㌆（約1700億円）で買収
すると発表した。政府系の韓国産業銀行が買収の枠組みを決めたうえで、資金の一部を供
出する。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの行方が見通せないなか、航空会社の命運を政府が握る構図が当
面続きそうだ。
・事実上の救済措置に他国の独禁法当局の視線は厳しく、海外当局が問題視するﾘｽｸがあ
る。両社の労働組合はﾘｽﾄﾗを念頭に、買収に反発。

＊中外、「抗体医薬」で陣営拡大…欧米4社に相次ぎ技術貸与
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾗｲｾﾝｽ収入伸ばす
中外製薬が欧米製薬との提携戦略を拡大している。抗体を薬に使う「抗体医薬」で、ﾃﾞﾝﾏｰｸ
のﾉﾎﾞﾉﾙﾃﾞｨｽｸに技術貸与することを決めた。同様の提携は4社目で、ﾗｲｾﾝｽ収入で稼ぐ事
業ﾓﾃﾞﾙにつなげる。新しい創薬技術が登場するなか、抗体医薬の裾野を広げる狙いもあ
る。
「ﾊﾞｲｵ創薬　主導権を争う」
・ﾊﾞｲｵ技術を用いて人間の体内にある生体分子を応用して作られるﾊﾞｲｵ医薬品に移ってい
る。化学合成による効果的な新薬は出尽くしたため。
・ﾊﾞｲｵ医薬品で先行した抗体医薬に続き、遺伝情報に関わる核酸を使った核酸医薬や、体
内に遺伝子を入れて病気を治す遺伝子治療薬などの新機軸が登場。主導権争いの様相と
なっている。

＊ﾌｧｰｳｪｲ　窮余の売却…低価格ｽﾏﾎ、地元政府系に
　　　　　　　　　　　　　　　　米規制回避し「温存」か
中国のﾌｧｰｳｪｲが低価格ｽﾏﾎ事業を手放す。年間出荷台数は約7千万台で、同社のｽﾏﾎの3
割程度に当たる。米政府による規制強化で売却を余儀なくされた格好だ。売り先はﾌｧｰｳｪｲ
の地元政府の傘下企業が主体で、部品調達や製品販売といった事業構造を維持する狙い
がありそうだ。
・ｵﾅｰは「ﾌｧｰｳｪｲ」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを補完するために2013年に立ち上げた低価格ブランドだ。ﾈｯﾄ販売
を中心に若者の支持を広げた。vivoに続く7位だ。
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＊ﾍﾞﾄﾅﾑ、成長率一人勝ち…東南ｱ、明暗鮮明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ抑制、生産拠点化進む
東南ｱｼﾞｱ経済でﾍﾞﾄﾅﾑが独り勝ちとなっている。2020年7～9月期は前年同期比2.62%増で、
実質国内総生産（GDP)はﾌﾟﾗｽ成長を維持した。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱなどは新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大
が経済を冷え込ませており、明暗が鮮明になっている。ﾍﾞﾄﾅﾑは20年中に名目GDPでｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙなどを上回る見通しだ。
・東南ｱｼﾞｱの主要国がﾏｲﾅｽ成長に新型ｺﾛﾅの抑え込みに成功したﾍﾞﾄﾅﾑは成長を続ける。
中国などから生産拠点の移管が増え、輸出が拡大している。

＊ｲﾝﾄﾞの大気汚染悪化…ｺﾛﾅ致死率高める懸念
ｲﾝﾄﾞの首都ﾆｭｰﾃﾞﾘｰを毎年覆う有害な大気汚染が、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症による死者の増
加につながると医療関係者が警鐘を鳴らしている。
・大気の質は中国・北京での最もひどい状態と同等で、気温が下がり風が弱まる時期になる
と、より悪化し、首都圏は何ヵ月もｽﾓｯｸﾞに包まる。
・毎年ｽﾓｯｸﾞに覆われるｲﾝﾄﾞ北部には、世界の大気汚染ﾜｰｽﾄ15のうち10都市が存在する。
人口14億人のｲﾝﾄﾞは、累計感染者数が世界2位の885万人超に達し、13万人の死者が出て
いる。

＊ｱｼﾞｱ学生、米留学離れ…米で学ぶ外国人　14年ぶりに減少
米国で学ぶ外国人留学生の数が2019～20年は、14年ぶりに前年度比で減った。最大の送
り出し国である中国と米国の関係悪化、ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権によるﾋﾞｻﾞ発給の厳格化で、米国で学
ぶかどうか考えなおす学生が目立っている。直近の19～20年度が前年度比1.8%減の107．5
万人。4年連続減となった。対中強硬姿勢が一因。スパイ活動の懸念から「中国共産党は開
かれた米国の高等教育を悪用しようとしている」と言う。

＊日本・省庁のﾄﾞﾛｰﾝ調達…中国製を事実上排除
政府は2021年度から各省庁が調達するﾄﾞﾛｰﾝのｾｷｭﾘﾃｨｰ対策を強化する。飛行記録や撮
影写真の外部漏洩防止や、ｻｲﾊﾞｰ攻撃による乗っ取り対策を義務付ける。中国製などを事
実上排除することになる。
・ﾄﾞﾛｰﾝは外部のﾈｯﾄﾜｰｸに接続しながら飛行する。ｾｷｭﾘﾃｲが弱いと収集したﾃﾞｰﾀが盗まれ
る可能性がある。国防関連の施設や重要ｲﾝﾌﾗの点検内容などの情報が外部に漏れれば、
ﾃﾛなどの脅威にさらされる。
・ﾀﾞﾑや港湾、発電所といった重要ｲﾝﾌﾗの点検に使う。収集した情報が盗まれると、地域の
安全に支障が出かねない。

＊①ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏、米中戦略見直し…対中国「民主国家と連携」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貿易ﾙｰﾙの順守迫る
東ｱｼﾞｱ地域包括的経済連携（RCEP）を念頭に「中国に対抗する必要がある」と表明した。日
欧などとの多国間枠組みをﾃｺに、労働・環境を重視した貿易ﾙｰﾙを中国に迫っていく考えを
示す。更に同氏は「自国に有利な制度をつくろうとする中国代わって、米国がほかの民主主
義国家と連携していく必要がある」と明言した。

＊②
⦿掲げる政策は対照的だ（Bはﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏16日発表、Tはﾄﾗﾝﾌﾟ政権対応）
　・通商＝B「制裁完全をとらず、民主主義国と連携して中国に対応」
　　　　　　 T「制裁関税の発動、対中輸出規制」
　・TPP＝B「直接的な言及せず」　T「17年に米国の離脱を宣言」
　・経済立て直し＝B「新型ｺﾛﾅ封じ込め最優先」　T「ﾜｸﾁﾝを早期開発」
　・税制＝B「富裕層や企業に負担」　T「法人減税を継続、中間層の減税
　・追加財政出動＝B「議会は今すぐ踏み切るべきだ」
　　　　　　　　　　　　T「『財政の崖』避けられず」

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ創業者　共産党と確執…ｱﾝﾄ上場、習氏が反対　
新規株式公開が直前で突然延期となったｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団のｱﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ。実質的に経営権を巡
り長年にわたって対立してきた。
・3年前の11月、馬氏は短編作品「攻守道」を発表した。次々と強敵を倒していく内容で、最後
は太極拳のﾎﾟｰｽﾞを取りながら画面に言葉が映る。従うのは教義ではなく、業（宿命）だー。
勇敢であれ、ただ不作法であってはならない。馬氏はその言葉のような人物だ。しかし、共
産党は馬氏をｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ資本主義の悪の象徴であり、態度に問題があると見る。　
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＊住商、ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝと提携…5GやDXで新事業
住友商事は19日、英携帯通信大手のﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟと戦略的な提携関係を結んだと発表
した。ﾍﾙｽｹｱや農業、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰなどの産業のﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ（DX）や、通信
事業のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化など幅広い分野での協業を検討。両社が持つ事業基盤やﾉｳﾊｳを持ち寄
り、高速通信規格「5G」関連などで新事業を育てたい考えだ。
・ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝは欧州・ｱﾌﾘｶを中心に21ヵ国で提携電話や固定通信を展開する欧州最大手の通
信事業で、携帯電話の加入者は3億人超
・同社がｱﾌﾘｶで展開するｽﾏﾎ決済ｻｰﾋﾞｽ「ｴﾑｻｽ」は450万人利用。
・英国、独などで始めた5Gｻｰﾋﾞｽでは自動運転開発を進めている。

＊中国、賃金回復もたつき…「手取り昨年並み」「福利厚生を削減」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　個人消費　改善に暗雲
中国の賃金回復に遅れが出ている。最低賃金が据え置かれるなか、残業や休日出勤など
の手当が伸び悩んでいる。公共業種の半導体や自動車を除けば、労働者の待遇改善は道
半ばだ。可処分所得の伸びも鈍く、個人消費回復の重荷になっている。

＊ｴﾈ開発　強まる対中接近…南ｼﾅ海ｶﾞｽ田　6年ぶり承認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新旧財閥、連携競う
ﾌｲﾘﾋﾟﾝで天然ｶﾞｽ田開発が再び動き出す。政府が南ｼﾅ海での開発を6年ぶりに承認し、新た
な鉱区も割り当てる。大手財閥のﾒﾄﾛ・ﾊﾟｼﾌｲｯｸ・ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ系と新興財閥のｳﾃﾞﾝﾅ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ
が競合する。海洋資源の開発を巡っては中国と共同開発を目指すことで首脳間で合意して
おり、対中接近が強まりそうだ。
・中国は南ｼﾅ海のｴﾈﾙｷﾞｰ開発について米国など域外国を排除するよう周辺国に要求し、
暗に中国と組むよう圧力をかけている。領有権の主張は譲らないものの、ｴﾈﾙｷﾞｰ開発は立
場を切り離し、自陣営に取り組む思惑がありそうだ。

＊鴻海、ﾍﾞﾄﾅﾑ量産開始…液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ　RCEP発効視野
台湾の鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業がﾍﾞﾄﾅﾑに新工場を建設し、今週からﾊﾟｿｺﾝなどに使う液晶ﾃﾞｨ
ｽﾌﾟﾚｰの生産を始めたことが19日分かった。ﾍﾞﾄﾅﾑが加盟する東ｱｼﾞｱの地域的な包括的経
済連携（RCEP)の将来の発効を睨んだ動き。現地生産を強化し、大半を輸出にあてる狙い
だ。新工場は中国とﾍﾞﾄﾅﾑの国境に位置するｸｱﾝﾆﾝ省。中国からの部品の調達がしやすい
ことや安い人件費を考慮し、ﾍﾞﾄﾅﾑに立地を決めた。
・喫緊の課題として、鴻海はﾍﾞﾄﾅﾑとｲﾝﾄﾞに焦点をあてている。

＊iPhone12、韓国勢躍進…部品ｼｪｱ27%、日本13%に
　　　　　　　　　　　　　　　　　有機EL意向で差拡大
米ｱｯﾌﾟﾙのｽﾏﾎの構成部品で韓国ﾒｰｶｰの存在感が高まっている。新型の「iPhone12」を分
解調査したところ、価格ﾍﾞｰｽで韓国製の比率が27%と前ﾓﾃﾞﾙ（iPhone11)と比べ9㌽上昇し、
日本との差が広がった。ｻﾑｽﾝ電子製を中心に有機ELﾊﾟﾈﾙの採用が増えた。日本が強みを
持つ分野が限られてきた。
⦿iPhone12の構成部品の国・地域別比率
　　韓国27.3%、米国25.6%、日本13.2%、台湾12.1%、中国4.7%、他17.1%

＊激戦ﾗｲﾌﾞ配信　百度あえて挑む…物販へ商機拡大狙う
中国ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ検索最大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）がﾗｲﾌﾞ配信事業を柱とした成長路線にｶｼﾞを切ろ
うとしている。36億㌦（約3800億円）を投じて芸能人などがﾄｰｸや音楽を生配信する事業を買
収する。中国ではﾗｲﾌﾞ配信そのものは競争が激しいが、配信を通じた物販との連携を視野
に入れる。
⦿中国の主なﾗｲﾌﾞ配信ｻｰﾋﾞｽ
　　ｻｰﾋﾞｽ名　　　　　　利用者数・万人　　主なｻｰﾋﾞｽ　　　　　　有料会員
・YYﾗｲﾌﾞ（百度が買収）　4130/月　　　ｴﾝﾀﾒ中心のﾗｲﾌﾞ配信　410万人
・闘魚（ﾃﾝｾﾝﾄ系）　　　　19400/月　　　ｹﾞｰﾑ中心のﾗｲﾌﾞ配信　790万人
・ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ　　　　　　　　 60000/日　　　短編動画投稿、ﾗｲﾌﾞ配信

＊先端半導体　積層型を量産…台湾TSMC、ｸﾞｰｸﾞﾙと「22年にも」
半導体受託生産の世界最大手、台湾積体電路製造（TSMC)が顧客の米ｸﾞｰｸﾞﾙと連携し、
2022年にも3次元ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ（3D封止）と呼ばれる次世代技術を使った製品の量産を始める
ことが分かった。半導体を縦に積み上げる積層型の技術で、電子機器の頭脳となる半導体
の進化に弾みがつく可能性がある。
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＊ﾀｲ・ｲﾝﾄﾞﾗﾏ　再生ＰＥＴに力…1600億円投じ生産能力3倍に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　欧米の環境対策をにらむ
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙの原材料であるＰＥＴ（ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾃﾚﾌﾀﾚｰﾄ）製造の世界最大手、ﾀｲのｲﾝﾄﾞﾗﾏ・ﾍﾞﾝ
ﾁｬｰｽﾞが再生ＰＥＴ事業で大型投資に踏み切る。2025年までに１5億㌦（約1600億円）を投
じ、生産能力を現在の約3倍に高める計画だ。近年は世界の再生ＰＥＴ企業を次々に買収し
ており、将来の成長へ向け布石を打つ。
・世界のﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙの5本に1本で、ｲﾝﾄﾞﾗﾏの原材料が使われている。

＊ｱｼﾞｱ経済覇権　中国、米の隙つく…ﾘｰﾏﾝ後、空白の10年
　　　　　　　　　　　　　　　 TPP/RCEPで思惑
20日開いたｱｼﾞｱ太平洋経済協力会議（APEC)で、環太平洋経済連携協定（TPP11）参加な
どで域内の経済覇権を握ろうとする中国の姿勢が浮き彫りになった。ﾘｰﾏﾝ・ｼｮｯｸ後の約10
年間で米国がｱｼﾞｱで力の「空白」を広げた際に、中国は経済圏づくりを加速している。
・米中以外のAPEC域内の18ヵ国・地域の2019年の対中輸出は1兆700億㌦（約110兆円）で
対米輸出額の9割に迫る。この10年間で1.8倍増。18ヵ国内中、12ｶ国・地域では輸出総額が
中国向けが、米国より多い。
・「塑造周辺（自陣営の周辺国）をつくれ」。米国との覇権争いに向けて周辺国との経済的な
つながりを強める習氏の外交方針の言葉。

＊社債不履行、4割が国有…中国、金額は前年比1.8倍
　　　　　　　　　　　　　　　　　　支援縮小で資金難鮮明
中国の社債の債務不履行は足元で国有企業にも広がってきた。2020年は20日までに1570
億元（2兆５千億円）で元利払いが遅れ、うち国有企業の比率は４割強と１９年を大きく上回っ
た。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで資金を資金繰りを助けてきたが、景気回復を受けて支援措置を縮小し
た途端に過剰債務企業の資金繰りが苦しくなった。
⦿今年債務不履行を起こした国有企業
　・北大方正集団＝北京大学系のIT、医療。・中信国安集団＝中国中信
　　集団が出資。・中国吉林森林工業集団＝吉林省傘下の林業大手。
　・天津房地産集団＝天津市傘下の不動産会社。・華晨汽車集団＝遼
　　寧省の自動車ﾒｰｶｰ。・永城煤電控股集団＝河南省の石炭会社。
　・紫光集団＝精華大学系の半導体大手。

＊中国ﾈｯﾄ企業　政府圧力一段と…世界ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ大会開幕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱﾘﾊﾞﾊﾞCEO　政策支持の姿勢
中国政府が主催する世界ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ大会が２３日、開幕した。ﾈｯﾄ業界を統括する工業情報
化省の幹部は講演で「秩序ある公平な競争環境のもとで発展していくべきだ」と強調してい
た。ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団など巨大なﾈｯﾄ企業を念頭に、政府が圧力を強めていく方針を示した。
⦿中国政府の巨大ﾈｯﾄ企業に対する新指針案
　・取引先に対し、ﾗｲﾊﾞﾙのﾈｯﾄ企業と取引しないように「二者択一」を求めることは法律違反
にあたると言及している。
　・市場のｼｪｱを高めるために値下げを強要する行為も法律に抵触する。
　・顧客ごとに販売価格や割引の還元率を変える販促手法も問題。

＊国またぐ情報　日本は劣勢…米欧中３極競う
この20年間で日本に出入りするﾃﾞｰﾀ量が伸び悩み、主要国で最下位になったことが日経新
聞の調査でわかった。ﾃﾞｰﾀ経済の下では、良質で多様な情報をどれだけ集められるかが国
の競争力を左右する。劣勢を挽回しなければ、AIなど最新技術の開発やﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽの展開
で、世界に取り残されかねない。
⦿11ヵ国・地域の越境ﾃﾞｰﾀ量順位
　・2001年＝①米国②英国③独④仏⑤日本⑥中国＆香港⑦ﾌﾞﾗｼﾞﾙ⑧露⑨ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ⑩ｲﾝﾄﾞ
⑪ﾍﾞﾄﾅﾑ
　・2019年＝①中国＆香港②米国③英国④ｲﾝﾄﾞ⑤ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ⑥ﾌﾞﾗｼﾞﾙ⑦ﾍﾞﾄﾅﾑ⑧露⑨独⑩
仏⑪日本

＊中国産EV、輸出始動…ﾃｽﾗ・BMW　まず欧州へ
⦿主な自動車ﾒｰｶｰの中国からのEV輸出
　・米ﾃｽﾗ＝上海工場で生産した「ﾓﾃﾞﾙ3」を10月に欧州へ輸出
　・独BMW＝遼寧省で新型EV「Iｘ3」を生産し、21年初めに欧州で納車
　・仏ﾙﾉｰ＝欧州で最も安いとするEV「ﾀﾞﾁｱｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ」を日産と東風汽車の合弁工場で生産
　・重慶長安汽車＝20年10月下旬に南米向けEVの輸出を開始。
　・浙江吉利控肢集団＝傘下のﾎﾟｰﾙｽﾀｰがEVを欧州や北米に輸出
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＊液晶ﾊﾟﾈﾙ中国大手（BOE）、液晶首位へ再編…中国製のｼｪｱ7割
　　　　　　　　　　　　　　　工場買収攻勢、韓国LGD逆転へ
中国の液晶ﾊﾟﾈﾙ2強が工場買収を競っている。政府の補助金政策の転換を受けて新規投
資はやめ、再編を通じた規模拡大に移行した。韓国勢が有機ELなどにｼﾌﾄすることもあっ
て、中国製のｼｪｱは近く7割まで高まる見通しで、寡占による「残存者利益」を得る段階に入り
つつある。

＊中国　月の土採取へ探査機…打ち上げ成功「宇宙強国」へ一歩
中国は24日、月面の土壌ｻﾝﾌﾟﾙを持ち帰ることをめざす月面無人探査機の打ち上げに成功
した。土壌の持ち帰りに成功すれば、米国と旧ソ連に続き、3ヵ国目となる。習指導部は軍主
導で先端技術を育成し、米国に対抗できる「宇宙強国」をめざす。
・中国の国家宇宙局によると、月面無人探査機「嫦娥（じょうが）5号」が24日午前4時半（日
本時間5時半）、海南省の文昌宇宙発射場から大型ﾛｹｯﾄ「長征5号」で打ち上げられた。予定
軌道に乗り、成功しと言う。

＊中国、ﾗｲﾌﾞ配信規制…登録制に　未成年「投げ銭」禁止
中国の放送行政などを担う国家広播電子総局（広電総局）はﾈｯﾄ上のﾗｲﾌﾞ配信に関する規
制案を公表した。ﾗｲﾌﾞ配信を手掛ける企業を登録制とし、未成年がお金を払って応援する
「投げ銭」をすることを禁止する。動画投稿ｱﾌﾟﾘのTikTokや快手などのｻｰﾋﾞｽが念頭にある。
ﾗｲﾌﾞの回数配信者の事業規模、有害ｺﾝﾃﾝﾂの有無の検閲者を報告する必要がある。

＊中国ﾃﾞｰﾀ圏　米の倍…勢力図の攻防、逆転
9億人が使う世界最大のﾈｯﾄ市場を国内に抱えるだけではない。中国は海外とのやり取りで
も、米国の2倍の情報量を手にする「ﾃﾞｰﾀ超大国」になっていた。
・2019年を見ると、中国（香港含む）に世界を巡る越境ﾃﾞｰﾀの23%が集中し、ｼｪｱが最大だっ
た。2位の米国は12%にとどまる。
・ﾄﾗﾝﾌﾟ政権は中国への不正なﾃﾞｰﾀ送信を疑い、情報流通を断つ「兵糧攻め」に動いた。しか
し中国は米国を頼らずとも情報覇権を握れる。

＊中国ﾜｸﾁﾝ、足踏み…供給外交に影響も
　「ｼﾉﾊﾞｯｸー専門誌で効果に疑問」「ｼﾉﾌｧｰﾑー接種後の検証不十分」
中国企業によるｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝの開発に不透明感が漂っている。臨床試験（治験）中に大規
模投与に踏み切り、一時は世界の開発ﾚｰｽの先頭にいたが、予防効果や検証が不十分と
する指摘が出ている。欧米勢の実用化は秒読みの状況で、中国が力を入れる「ﾜｸﾁﾝ外交」
にも影響が出かねない。

＊格差と分断　王国に閉塞感…ﾊﾞﾝｺｸのﾃﾞﾓ経済　停滞で拍車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上位1%、富の50%握る
東南ｱｼﾞｱの新興国ﾀｲで若者らの反体制ﾃﾞﾓが収まらない。ﾀﾌﾞｰを破り、王室改革さえ求め
る。国軍や財界が既得権益を握り、富の偏在を見逃してきた現状への不満が、新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽの影響による経済低迷で噴出。成長が覆い隠してきた格差と分断は顕在化してきた。国王
を社会の調停者として妥協を重ねてきた「「ﾀｲ式民主主義」は限界に近づく。

＊LINE、ｱｼﾞｱ再挑戦…多能化、ｺﾞｼﾞｪｯｸと競争「 ｻｰﾋﾞｽ開発国ごとに」
LINEがｱｼﾞｱ戦略を見直す。海外ｻｰﾋﾞｽの開発を韓国主導から、ﾀｲや台湾など現地主導に
変更。様々なｻｰﾋﾞｽの窓口となる「ｽｰﾊﾟｰｱﾌﾟﾘ」を目指し、現地発のｻｰﾋﾞｽを世界で展開する
動きも出てきた。対話ｱﾌﾟﾘでｼｪｱを落とした国もあるなか、来春に経営統合するZHDとも協力
してｱｼﾞｱのIT市場の主導権争いに再び挑む。
⦿「16歳～64歳が直近1ヵ月で利用したと答えた割合」
　　　　　　　　　　　　　　　　台湾　　日本　　ﾀｲ　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
　LINE　　　　　　　　　　　　　86%　　61%　　85%　　50%
　ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ（ﾒｯｾﾝｼﾞｬ）　　 　55%　　10%　　76%　　50%
　ｳｨﾁｬｰﾄ                　　　　33%　　　　　　 27%
　ｽｶｲﾌﾟ　　　　　　　　　　　　　　　　　　7%
　ﾜｯﾂｱｯﾌﾟ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　84%
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＊②
⦿中国で最近設立された半導体設計ソフト会社
　・ｱﾒﾀﾞｯｸ（19年9月・安徽省合肥）＝米ｼﾉﾌﾟｼｽ中国法人の副社長創業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国政府系が出資
　・ｴｯｸｽｴﾋﾟｯｸ（20年3月・南京）＝ｼﾉﾌﾟｼｽ幹部創業。8月に米ｹｲﾃﾞﾝｽ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副社長が合流
　・上海合見工業軟件集団（20年5月・上海）＝10月にｼﾉﾌﾟｼｽ幹部が合流
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国政府系が出資

＊中国「独自原発」が稼働…建設加速、輸出も注力
中国国有原子力発電大手の中国核工業集団は27日、中国が独自開発したとしている新型
原発「華竜1号」が初めて稼働した。これまで欧米から導入した原発を中心に利用してきた
が、今後は独自開発の原発の建設を加速し、海外への輸出にも力を入れる方針だ。
・華竜1号は2層の格納容器を採用しており耐震強度が高く、国際的にも最高の安全基準を
満たしたという。

＊暴露型ｳｲﾙｽ　1000社被害…機密情報盗み身代金要求（１～10月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業活動　停滞
盗んだ情報をさらして相手を脅かす「暴露型ｳｲﾙｽ」と呼ばれる新型ｻｲﾊﾞｰ攻撃の被害企業
が2020年1～10月に世界で1千社を超えたことが分かった。企業から窃取した機密情報を暗
号化し、元に戻すための身代金を求める。要求に応じないと情報を暴露する。情報流出は社
会的な信用も傷つけるだけに、企業は対策が急務になっている。
・ｻｲﾊﾞｰ対策大手のﾄﾚﾝﾄﾞﾏｲｸﾛと日経新聞社は闇ｻｲﾄで情報を暴露された企業の数を集計
した。19年以降被害が急増、暴露型のﾗﾝｻﾑｳｴｱ（身代金要求ｳｲﾙｽ）による新たな攻撃増が
伺える。
・過去1年以内にﾗﾝｻﾑｳｴｱによる攻撃を受けた日本企業で32%が身代金を支払い、平均支
払額は117万㌦（約1.2億円）だった。

＊②
米中貿易戦争の影響で頭打ちになり、いったんは縮小に転じるかに見えたが、１9年には再
び上昇。小型ﾊﾟｿｺﾝ（66%）、空調機（57%）や洗面台・便座（80%）といった生活用品の輸出ｼｪｱ
が高水準。ｱｼﾞｱやｱﾌﾘｶなど新興国の需要開拓を進め、液晶部材のほかｼﾞｬｹｯﾄやｱｲﾛﾝ、ﾐｷ
ｻｰなども19年は5割超。
20年に入るとｼｪｱ拡大に拍車がかかる。OECDと中国を合わせた輸出に占める中国のｼｪｱ
は4月以後は2割超、15年の過去最高19%を超えた。
・日本は今後も中国からの輸入に頼る場面が増えそうだが、中国は貿易を政治的手段とし
て利用する傾向が強い。常に中国依存のﾘｽｸに備えておく意識が必要と認識すべきだ。

＊①中国輸出ｼｪｱ再び増勢…今年、最高ﾍﾟｰｽ　世界経済「脱中国」遠く
世界経済の「中国頼み」がまた鮮明になってきた。ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領による対中分断策と新型ｺ
ﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大で物流が滞り、いったんｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）の脱・中国依存の機運が高
まった。しかし、足元では世界主要国の輸出に占める中国のｼｪｱが上昇し、過去最高を上回
るﾍﾟｰｽだ。
このほど合意した東ｱｼﾞｱの地域的な包括的な経済連携（RSEP）協定がさらに中国の存在感
を高めるとの見方も出ている。

＊ﾜｸﾁﾝ接種　年度内目指す…ﾓﾃﾞﾙﾅ・武田など　国内治験急ぐ
⦿ﾜｸﾁﾝ国内実用化を急ぐ
・ﾌｧｲｻﾞｰ➞「海外」95%の有効性、12月にも接種開始
　　　　「日本」1億2千万回分の供給、10月から治験、10～1月ﾃﾞｰﾀ蓄積
・ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶ➞「海外」平均70%の有効性、年内に英で使用許可見通し
　　　　「日本」1億2千万回分の供給、8月に治験。12月にも結果
・ﾓﾃﾞﾙﾅ（武田）➞「海外」94.5%の有効性、近く使用許可申請　
　　　　「日本」5千万回分の供給、近く治験開始

＊①中国、米半導体幹部を獲得…設計ｿﾌﾄ　国産化探る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業支援、米寡占に対抗
半導体の開発に欠かせない設計支援ﾂｰﾙ「ＥＤＡ」を手掛ける企業の設立が中国で相次いで
いる。ＥＤＡは米大手が寡占しており、半導体の国産化を目指す中国にとって自前開発が不
可欠の分野だ。新会社はこれら米大手の幹部が参加したのが特徴だ。中国政府も資金面な
どで事業を支援している。
・EDAはﾌﾟﾛｾｯｻｰやﾒﾓﾘｰ、ｾﾝｻｰなどあらゆる半導体の設計に不可欠なｿﾌﾄだ。ｼﾉﾌﾟｼｽやｹｲ
ﾃﾞﾝｽ・ﾃﾞｻﾞｲﾝ・ｼｽﾃﾑｽﾞなど米4社で世界ｼｪｱの約9割を握る。



2020/11/30 医薬 ＊ﾃﾞｼﾞﾀﾙ医療　規制が阻む…最新技術生かし切れず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｿﾌﾄ更新、都度承認必要
⦿ﾃﾞｼﾞﾀﾙ医療の普及に規制が壁となっている
・AIを使った医療機器＝①「規制等」性能の変更には薬事承認の取り直し「課題」学習が進
んだ最新ﾊﾞｰｼﾞｮﾝのAIを医療現場で活用しづらい
　②「規制等」事前に変更計画をだした範囲内で発売後に改修新制度[idaten]「課題」AIでは
性能が向上する範囲を事前に予測することが難しい
・治療用ｱﾌﾟﾘ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ薬）＝①「規制等」承認後の軽微な変更についてｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝなし「課題」
使い勝手を改善するなどｱｯﾌﾟﾃﾞｰﾄの計画が立てられない


